
（財）財務会計基準機構会員

平成18年　3月期　　個別財務諸表の概要

上場会社名 福留ハム株式会社 上場取引所 東証　　

本社所在都道府県

（URL　http://www.fukutome.com/） 広島県
代　　　　　表　　 　　　　者 代表取締役社長        中島修治

問合せ先  責任者役職名 経理部長　　　　　　 　　明石嘉典 TEL (082) 278 - 6161

決算取締役会開催日　　平成18年5月16日 中間配当制度の有無　 　有

単元株制度採用の有無  有（１単元　1,000 株）

１．１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）
（１）経営成績 (百万円未満切捨て)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 ％ ％ ％ ％

（注） ① 期中平均株式数 18年3月期 16,979,998株 17年3月期 16,986,250株
② 会計処理の方法の変更 無
③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

％ ％

（３）財政状態

％ 円 銭

（注） ① 期末発行済株式数 18年3月期 16,978,086株 17年3月期 16,982,476株
② 期末自己株式数 18年3月期 21,914株 17年3月期 17,524株

２．19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

          

(参考)1株当たり予想当期純利益(通期)　　　5 円  88　銭

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　上記業績予想に関する事項につきましては、連結添付資料の６ページをご参照ください。

配当支払開始予定日　　平成18年6月26日 定時株主総会開催日　　平成18年6月24日

△ 45.9

当期純利益率経常利益率経常利益率

     円  銭      円  銭
1.8 0.6

当 期 純 利 益

5.45

129
4.7 △ 15.0

92 －

18年3月期

17年3月期

18年3月期

18年3月期

17年3月期

△ 42.8

84

売  上  高 営 業 利 益

当期純利益 1株当たり当期

配当金総額
期　末 (年間）

5.00

売上高

△ 20.7

1株当たり

1.791.7

3.5 1.9 1.0

配当性向 株主資本

32,192

潜在株式調整後 株主資本

平成18年5月16日

△ 65.7

経 常 利 益

△ 5.1 △ 64.3

総資本

113

ｺｰ ﾄ ﾞ番号 2291

0.4

純利益

33,936 361 331

171 －

配当率
    円　  銭     円　  銭     円　  銭 百万円

中　間

10.07

1株当たり年間配当金

0.00 5.00
17年3月期 5.00 0.00 5.00 84

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率

49.7

１株当たり株主資本

1.7

百万円 百万円
18年3月期 18,531 5,137 27.7 302.60
17年3月期 17,962 4,919 27.4 289.71

売　上　高 経 常 利 益 当期純利益 1株当たり年間配当金
中  間 期  末

百万円 百万円 百万円    円  銭    円  銭
中間期 16,780 160 60
通　期 33,600 300 100 － 3.00 3.00

   円  銭
0.00 － －
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（単位：千円）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
% %

［資産の部］

8,544,203 46.1 8,506,571 47.4 37,631
3,421,593 3,445,116 △ 23,523
83,492 106,296 △ 22,804

3,221,140 3,344,970 △ 123,829
1,093,028 1,097,363 △ 4,334
441,908 353,219 88,689
59,073 47,666 11,406
8,816 8,982 △ 166
26,193 28,302 △ 2,108
37,197 37,377 △ 180
109,513 89,150 20,363
65,807 12,821 52,985

△ 23,562 △ 64,696 41,133

9,987,692 53.9 9,456,267 52.6 531,424
（有形固定資産） (6,311,356) 34.1 (6,318,310) 35.2 (△6,954)

2,886,247 2,830,329 55,918
118,646 128,096 △ 9,450
567,026 592,616 △ 25,590
6,422 6,044 377
68,324 88,869 △ 20,544

2,664,688 2,672,354 △ 7,665

（無形固定資産） (40,196) 0.2 (45,496) 0.2 (△5,300)
20,243 20,243 　　　　－
19,953 25,253 △ 5,300

（投資その他の資産） (3,636,139) 19.6 (3,092,460) 17.2 (543,678)
2,423,989 1,838,888 585,100
100,483 100,483 　　　　－
41,927 41,927 　　　　－
　　　　－ 600 △ 600
587,534 575,804 11,729
59,038 27,999 31,039
2,300 6,730 △ 4,429
140,351 140,989 △ 637
20,095 19,271 824
274,924 323,956 △ 49,031
168,220 169,217 △ 997

△ 182,726 △ 153,408 △ 29,318

18,531,895 100.0 17,962,839 100.0 569,055

個　別　財　務　諸　表　等

比較貸借対照表

期　別 当　  　期 前　　  期
増　　減(平成18年3月31日) (平成17年3月31日)

　科　目

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地

電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関係会社出資金
関係会社長期貸付金

破産債権 ・更生債権等

長 期 前 払 費 用
敷 金 保 証 金

資　産　合　計

保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
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（単位：千円）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
% %

［負債の部］

10,392,747 56.1 10,320,641 57.5 72,105
422,642 529,824 △ 107,182
2,097,623 2,035,447 62,175
6,540,000 6,540,000 －

428,700 430,500 △ 1,800
345,380 326,195 19,186
214,359 168,755 45,604
17,172 19,297 △ 2,124
93,064 98,958 △ 5,894
30,845 31,782 △ 936
202,959 138,909 64,049

－ 970 △ 970

3,001,647 16.2 2,722,246 15.1 279,401
1,702,500 1,606,200 96,300
1,276,647 1,092,046 184,601
22,500 24,000 △ 1,500

13,394,394 72.3 13,042,887 72.6 351,506

［資本の部］
2,691,370 14.5 2,691,370 15.0 －
1,503,937 8.1 1,503,937 8.4 －
1,503,937 1,503,937 －
423,826 2.3 416,157 2.3 7,669
423,826 416,157 7,669
523,841 2.8 312,713 1.7 211,128
△ 5,475 △0.0 △ 4,226 △0.0 △ 1,248

5,137,500 27.7 4,919,951 27.4 217,548

18,531,895 100.0 17,962,839 100.0 569,055

千円未満の金額は切捨て表示しております。

比較貸借対照表

期　別 当　  　期 前　　  期
(平成18年3月31日) (平成17年3月31日)

　科　目

流動負債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
1 年 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
預 り 金
賞 与 引 当 金

そ の 他

負　債　合　計

そ の 他

固定負債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金

増　　減

負債・資本合計

当期未処分利益
その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資　本　合　計

資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

百分比 百分比
% %

32,192,213 100.0 33,936,181 100.0 △ 1,743,967
26,837,470 83.4 28,369,804 83.6 △ 1,532,334
5,354,743 16.6 5,566,376 16.4 △ 211,633
5,225,473 16.2 5,204,598 15.3 20,874
129,270 0.4 361,778 1.1 △ 232,507

18 80 △ 61
219 447 △ 228

17,414 15,905 1,509
86,516 60,525 25,990
20,356 124,524 0.4 43,475 120,434 0.4 △ 23,119

137,957 149,835 △ 11,878
2,031 139,988 0.4 818 150,653 0.5 1,212

113,806 0.4 331,558 1.0 △ 217,752

193 － 193
183,794 183,988 0.5 － － － 183,794

512 4,697 △ 4,185
25,496 － 25,496
1,159 499 659
16,400 43,568 0.1 － 5,197 0.0 16,400

254,226 0.8 326,361 1.0 △ 72,135
276,090 145,601 130,488

△ 114,445 161,644 0.5 9,650 155,251 0.5 △ 124,095
92,581 0.3 171,109 0.5 △ 78,528
331,245 261,135 70,109

－ 16,088 △ 16,088

423,826 416,157 7,669

千円未満の金額は切捨て表示しております。

売 上 総 利 益

有 価 証 券 利 息

比較損益計算書

    期　別 当    　　期 前　    　期

増　　減

金　　　額 金　　　額

自　平成17年4月 1日
至　平成18年3月31日

売 上 原 価

自　平成16年4月 1日
至　平成17年3月31日

売 上 高

　科　目

不 動 産 賃 貸 料 収 入

販売費及び一般管理費
営 業 利 益

受 取 利 息
営業外収益

受 取 配 当 金

そ の 他
経 常 利 益

そ の 他

支 払 利 息
営業外費用

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券売却益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税 、 住民税及び事業税

固 定 資 産 除 却 損
減 損 損 失

投資有価証券評価損
投資有価証券売却損

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

合併に伴う子会社株式消却額
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(単位：千円)

期別
　科目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

千円未満の金額は切捨て表示しております。

（単位:千円）
当 期 前 期

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

　　（加工品部門） ％ ％

計

　　（食肉部門）

　　（デリカ部門）

合　　　　　計

受注状況…… 当社は受注生産は行っておりません。　

84,912 84,912

331,245

利益処分案

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

金　       　額 金　      　額
当               期 前               期

416,157

18.2

製　品　別　売　上　高

区　　分
自　平成17年4月 1日 自　平成16年4月 1日
至　平成18年3月31日 至　平成17年3月31日

ハ ム 6,078,341 18.9
プ レ ス ハ ム 316,639 1.0 299,551
ソ ー セ ー ジ 4,261,666 13.2 4,552,488

食 肉 他 18,898,044 58.7 20,183,601

デ リ カ 他 1,478,989 4.6 1,523,145

32,192,213 100.0 33,936,181 100.0

59.5

4.5

11,815,179 36.7 12,229,433 36.0

13.4
3.5

0.9

次 期 繰 越 利 益 338,936

そ の 他 1,158,532 3.6 1,190,268

6,187,125

84,890

423,826

配 当 金 84,890
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個別財務諸表作成の基本となる事項

１． 重要な資産の評価基準及び評価方法
     （イ）有価証券

ａ　子会社株式及び関連会社株式　　　移動平均法による原価法
ｂ　その他有価証券

時価のあるもの 決算末日の市場価格等による時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
     （ロ）たな卸資産 主として月次総平均法による原価法

ただし、貯蔵品は最終仕入原価法による原価法
２． 重要な減価償却資産の減価償却の方法
     （イ）有形固定資産 定率法によっております。

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物 （建物付属設備は除く）
については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 1０～４５年
機械及び装置 ５～１５年

     （ロ）無形固定資産 自社利用のソフトウｴアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。

３．　重要な引当金の計上基準
     （イ）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し回収不能見込額を計上しております。

     （ロ）賞与引当金 従業員の賞与支払に備えるため、支給見込額のうち当会計期間の負担
額を計上しております。

     （ハ）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づ
き、当会計期間末において発生していると認められる額を計上しており
ます。
なお、会計基準変更時差異（1,090,928千円）については、１５年による
均等額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により翌期から損益処理することと
しております。

４． 重要なリ－ス取引の処理方法
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５． 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜処理によっております。

会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）
　　当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日）)及び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第6号）を適用
しております。
これにより税引前当期純利益は25,496千円減少しております。
　　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から
直接控除しております。
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［ 注 記 事 項 ］
（貸借対照表関係）

当 　　　　　期  前　　　　　期
  　 （千円）  　  （千円）

１．有形固定資産の減価償却累計額 9,829,570 9,577,591

２．担保に供している資産及びその対応債務
担保提供資産
（１）有 形 固 定 資 産

建 物 2,648,151 2,516,981
機 械 及 び 装 置 533,861 549,074
土 地 1,909,311 1,909,311
そ の 他 144,387 154,424

（２）投 資 有 価 証 券 33,303 15,156
合 計 5,269,014 5,144,947

上記の内、工場財団設定分
有 形 固 定 資 産

建 物 2,200,727 2,286,864
機 械 及 び 装 置 519,906 532,910
土 地 1,018,289 1,018,289
そ の 他 139,139 147,677
合 計 3,878,063 3,985,742

上記の担保提供資産に対する債務
買 掛 金 3,817 22
短 期 借 入 金 1,083,800 1,084,700
（うち工場財団分）       　  (833,800)       　  (834,700)
１年内返済予定長期借入金 428,700 430,500
（うち工場財団分）         (412,700)         (414,500)
長 期 借 入 金 1,702,500 1,606,200
（うち工場財団分）         (1,593,500)         (1,481,200)
合 計 3,218,817 3,121,422

３．関係会社に対する資産及び負債
　　　　区分記載されたもの以外に各科目に含まれている
　　　　関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

売     掛     金 41,332 17,586

４．会社が発行する株式及び発行済株式の総数
授 権 株 式 数 68,000,000 株 68,000,000 株
発行済株式総数 17,000,000 株 17,000,000 株
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（損益計算書関係）
当             期 前            期

     （千円）      （千円）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
814,069 805,457
1,462,082 1,415,637
141,973 93,764
271,229 254,011
150,241 149,892
611,358 694,851
360,622 398,413

66 ％ 66 ％
34 ％ 34 ％

２．営業外収益に含まれる関係会社との取引
3,600 3,600
3,000 3,000

３．固定資産売却益の内訳
193 －

４．固定資産除却損の内訳
－ 4,305
154 －
50 174
308 217

５．減損損失
　当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用　　途
遊休資産
遊休地

　当社は、事業用資産については原則として地域毎に、遊休資産については個別物件単位
によってグルーピングしております。
　当事業年度において、遊休資産について回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失（25,496千円）として特別損失に計上しております。その内訳は、遊休資産　17,830千円
（建物　17,097千円、構築物　282千円、機械及び装置　450千円），遊休地（土地）7,665千円
となっております。
　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、固定資産評価額等に合理的な
調整を行って算定しております。

荷 造 運 搬 費
給 与 手 当
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退 職 給 付 費 用

その他（事務手数料収入）

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 費
販 売 奨 励 金
賃 借 料

不 動 産 賃 貸 料 収 入

販売費に属する費用の割合
一般管理費に属する費用の割合

機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

建 物

場　　所
宮崎県宮崎市
広島県北広島町

種　　類
建物等
土　地
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（リ－ス取引関係）

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

(１) リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

             当　　　　　期           前　　　　　期
（千円） （千円）

取     得 減価償却 期     末 取     得 減価償却 期     末

価     額 累 計 額 残     高 価     額 累 計 額 残     高

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

機械及び装置 191,533 118,057 73,476 280,281 204,137 76,144
工具器具備品 4,077 135 3,941 － － －
車 両 運 搬 具 462,740 222,249 240,491 457,685 252,890 204,795
合         計 658,351 340,442 317,908 737,967 457,027 280,939

(２) 未経過リ－ス料期末残高相当額
当　期　  前　期　
（千円） （千円）

     1年以内 111,980 115,121
     1年   超 211,464 173,454
     合     計 323,444 288,575

(３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
当　期　  前　期　
（千円） （千円）

支 払 リ  ー  ス 料 164,699 208,294
減価償却費相当額 129,995 136,391
支払利息 相 当 額 7,064 7,993

(４) 減価償却相当額及び利息相当額の算定方法
・ 減価償却相当額の算定方法… リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によって

おります。
・ 利息相当額の算定方法……… リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相

当額とし、 各期へ配分方法については、利息法によっておりま
す。
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（有価証券関係）

　当事業年度（平成18年3月31日現在）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　前事業年度（平成17年3月31日現在）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

（税効果会計関係）
１、繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

当　　　　期 　前        期
（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

        繰  延  税  金  資  産 千円 千円
賞 与 引 当 金 81,995 56,119
貸 倒 引 当 金 68,384 71,379
退 職 給 付 引 当 金 511,409 418,499
投 資 有 価 証 券 評 価 損 22,933 30,578
その他有価証券評価差額金 △ 355,087 △ 211,973
そ の 他 54,802 48,503

        繰 延 税 金 資 産  合  計 384,438 413,106

２、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 　　　　　 当　　　　期 　前        期
（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

法　定　実　効　税　率 40.4  ％ 41.8  ％
（調　　整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.4  ％ 3.1  ％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.4 △ 0.2
住民税均等割等 13.1 10.1
そ　　の　　他 6.1 △ 7.2
税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.6 47.6
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(平成１８年６月２４日付予定）

１． 代表者の異動

該当事項はありません。

２． その他役員の異動

（１） 退任予定取締役

取　締　役 高　尾　　修　司

（２） 新任監査役候補

監　査　役 高　尾　　修　司

（非常勤）

（３） 退任予定監査役

監　査　役 高　曲　　宗　法

（常　勤）

役　員　の　異　動
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